	整理番号
	


提出様式第１号（土木工事）
　　　　技術資料・資格要件確認資料　提出書
令和○○年○○月○○日
広島県○○事務所長
　○○　○○　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　
令和○○年○○月○○日付けで（公告・通知）のありました○○○○○○○○○○○○○○○○工事について，技術資料・資格要件確認資料を提出します。
　なお，次の項目を誓約します。
１　地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること

２　資格要件を満たしていること

３　資格要件確認書類の内容が事実と相違ないこと

４　公告日から開札日までの間のいずれの日においても，建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止（本件入札に参加し，又は本件工事の受注者となることを禁止する内容を含まない処分を除く。）を受けていないこと

　１　提出書類

　　【総合評価】＜技術資料＞
　　　　□（提出様式第２号）　　工程表
　　　　□（提出様式第３号）　　施工に関する課題・品質に関する課題に係る技術提案

　　　　□（提出様式第４号）　　情報化施工技術の活用
　　　　□（提出様式第５号）　　企業の施工能力
　　　　□（提出様式第６号）　　配置予定技術者の能力
　　　　□（提出様式第７号）　　地域の精通性
　　　　□（提出様式第８号）　　地域貢献の実績

□（提出様式第９号）　　施工体制評価
　　　　□　自己採点表（別記様式第１－１号　総合評価落札方式（実績評価２型）　落札者決定基準）

　　　　□　自己採点表（別記様式第１－２号　総合評価落札方式（実績評価１型）　落札者決定基準）
　　　　□　自己採点表（別記様式第１－３号　総合評価落札方式（技術評価２型）　落札者決定基準）

　　　　□　自己採点表（別記様式第１－４号　総合評価落札方式（技術評価１型(3億円未満)）　落札者決定基準）
　　　　□　自己採点表（別記様式第１－５号　総合評価落札方式（技術評価１型(3億円以上)）　落札者決定基準）

□　自己採点表（別記様式第１－６号　総合評価落札方式（地域維持型）　落札者決定基準）

　　【公告】＜資格要件確認資料＞
　　　　□（別記様式第４号）　企業の施工実績調書　技術者の資格・経験工事調書
　　　　□（別記様式第５号）　建設工事施工実績証明（願）書
２　問い合わせ先
　　　　担 当 者　：　
　　　　部　　署　：　
　　　　電話番号　：　
	※１整理番号は記入しないでください。
　２提出する書類は，当該書類の□欄にチェックを入れて確認してください。


提出様式第２号（土木工事）
	工　程　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　

	項　　目
	単位
	数量
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
	　　月
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	■工程管理に係る技術的所見
　（１）施工計画の実施手順

（２）工期設定（工期短縮ができる場合は，検査期間を除いた完成予定日も明記すること。）



提出様式第３号（土木工事）
施工に関する課題・品質に関する課題に係る技術提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　
	■施工に関する課題
	○○○　について

	提案は下表にて作成すること。

№
評価の視点
(提案目的)

提案項目
提案内容
標準案との相違点
概算増加工事費

(千円)
期待される効果及び
提案の確実性



	■品質に関する課題
	○○○　について

	提案は下表にて作成すること。
№
評価の視点
(提案目的)

提案項目
提案内容
標準案との相違点
概算増加工事費

(千円)
期待される効果及び
提案の確実性



提出様式第４号（土木工事）
情報化施工技術の活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　
	当該工事の施工に際し，情報化施工技術を活用するか否かの記入
	次のいずれかをチェックする。
□　情報化施工技術を当該工事に活用する
□　情報化施工技術を当該工事に活用しない



	活用する情報化施工技術
	活用する情報化施工技術（評価対象）をチェックする。
　※　２Ｄ技術（簡易ＭＣ技術や簡易ＭＧ技術）は対象外とする。
□　ＴＳによる出来形管理技術（土工）

□　ＭＣ・ＭＧ（ブルドーザ）技術

□　ＭＧ（バックホウ）技術

□　ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理技術

□　ＭＣ（モータグレーダ）技術

□　ＴＳによる出来形管理技術（舗装）




※　情報化施工技術の活用が評価項目となっている案件でのみ記入する。
提出様式第５号（土木工事）
企業の施工能力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　
同種・同規模工事の施工実績
	工事名
	

	工事概要
	　※同種・同規模工事が確認できる内容を記入する。



	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
· 無

	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは同種同規模工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記入する。



※　実績評価２型及び地域維持型の場合は記入不要とする。
工事成績の平均（最高）点
	工事１
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記入する。


	工事２
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記入する。


	工事３
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記入する。




※　実績評価２型及び地域維持型の場合は工事１だけ記入する。
優良建設業者の表彰・特別表彰（対象となる場合のみチェック）
	優良建設業者表彰
	· 対象

	特別表彰
	· 対象


登録基幹技能者の配置
	登録基幹技能者の配置
	· 登録基幹技能者を配置する　
· 登録基幹技能者を配置しない


※　登録基幹技能者の配置が評価項目となっている案件でのみ記入する。
自社施工
	自社施工
	· 自社施工あり
· 自社施工なし


※　自社施工が評価項目となっている案件でのみ記入する。
建設キャリアアップシステムの活用
	建設キャリアアップ
システムの活用
	· 活用する
· 活用しない


※　建設キャリアアップシステムの活用が評価項目となっている案件でのみ記入する。
「広島県長寿命化技術活用制度」登録技術の活用
	「広島県長寿命化技術活用制度」登録技術の活用
	· 活用実績あり
· 活用実績なし

	長寿命化技術
登録番号・技術の名称
	登録番号　　（　　　　　　）
技術の名称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工事名
	

	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記入する。




※　「広島県長寿命化技術活用制度」登録技術の活用が評価項目となっている案件でのみ記入する。

提出様式第６号（土木工事）
配置予定技術者の能力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　
配置予定技術者
	氏名（フリガナも記入）
	　


	主任（監理）技術者の専門資格
専門資格
	


※　主任（監理）技術者の専門資格が評価項目となっている案件でのみ記入する。
若手又は女性技術者の配置

	配置する技術者
	· 若手技術者　　　　□　女性技術者　　　　
· 配置なし

	従　事　役　職
	· 主任（監理）技術者　　　　　□　現場代理人

	氏　　　名
	

	生年月日（若手技術者のみ）
	　　　年　　　月　　　日生　　　（　　　歳）

	補助者の配置
	· 有　　（氏名　　　　　　　　　　　　　　）
· 無


※　補助者は若手又は女性技術者を主任（監理）技術者に配置する場合，配置することができる。

※　実績評価１・２型のみ記入する。

工事成績の平均（最高）点
	工事１
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載する。

	工事２
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	

	工事３
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点

	
	コリンズ登録
	· 有　　（登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	
	添付資料・補足事項
	


※　実績評価２型及び地域維持型の場合は工事１だけ記入する。
※　補助者を配置する場合は，補助者の実績を記入することができる。
同種同規模工事・同一業種工事の施工経験
	工事名
	

	工事概要
	　※同種・同規模工事又は同一業種工事が確認できる内容を記入する。



	従事役職
	· 現場代理人　　　　□　主任技術者

· 監理技術者　　　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

	コリンズ登録
	· 有（　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは経験工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載する。



※　必要に応じ欄をコピーして記入する。
※　補助者を配置する場合は，補助者の実績を記入することができる。

継続教育（ＣＰＤ）の取組
	継続教育(CPD)の有無
	· 有（学協会等名：　　　　　　　　単位数：　　　　　　　）　

· 無


　
優秀技術者の表彰（対象となる場合のみチェック）
	優秀技術者表彰
	· 対象


提出様式第７号（土木工事）
地域の精通性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　
地域内における主たる営業所又は自社工場

【ＪＶ代表者又は単体企業】
	自社工場の名称
	

	自社工場の所在地
	

	添付資料・補足事項
	自社工場であること及び所在地が分かる資料を添付

添付する資料名を記載する。


· 地域内に自社工場がある場合，記載する。

地域内における同一業種の工事の施工実績

【ＪＶ代表者又は単体企業】
	工事名
	

	コリンズ登録
	· 有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは同一業種工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載する。



· 実績評価２型の場合，実績を記載する。
地域維持型の場合，単体企業又はJV代表者の実績を記載する。
【ＪＶ代表者以外の構成員】
	工事名
	

	コリンズ登録
	· 有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

· 無

	添付資料・補足事項
	※コリンズ登録内容確認書だけでは同一業種工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載する。




· 地域維持型の場合，JV代表者以外の構成員の実績を記載する。
実績評価２型又は地域維持型の単体企業の場合は記入しない。
提出様式第８号（土木工事）
地域貢献の実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　

「広島県公共土木施設災害支援制度」に基づく活動（発注事務所管内の実績に限る）※土木一式のみ記入

【ＪＶ代表者又は単体企業】
	支援団体認定
	· 有　（登録年月日　令和○年〇月○日）

· 無

	活動実績
	· 有　（活動報告年月日　令和○年〇月○日）

· 無　　※実績は情報収集活動に限る

	活動場所
	


· 実績評価１・２型の場合，実績を記載する。
地域維持型の場合，単体企業又はJV代表者の実績を記載する。
【ＪＶ代表者以外の構成員】
	支援団体認定
	· 有　（登録年月日　令和○年〇月○日）

· 無

	活動実績
	· 有　（活動報告年月日　令和○年〇月○日）

· 無　　※実績は情報収集活動に限る

	活動場所
	


· 地域維持型の場合，JV代表者以外の構成員の実績を記載する。
実績評価１・２型又は地域維持型の単体企業の場合は記入しない。
ボランティア活動（発注事務所管内の実績に限る）

【ＪＶ代表者又は単体企業】
	認定の有無
	· 有　（　認定年月日　令和○年〇月○日　）
· 無

	認定制度
	□　マイロードシステム

□　ラブリバー制度

	活動実績
	· 有　（　提出（報告）年月日　令和○年〇月○日　）　
· 無

	活動場所
	


· 実績評価１・２型の場合，実績を記載する。
地域維持型の場合，単体企業又はJV代表者の実績を記載する。
【ＪＶ代表者以外の構成員】　
	認定の有無
	· 有　（　認定年月日　令和○年〇月○日　）
· 無

	認定制度
	□　マイロードシステム
□　ラブリバー制度

	活動実績
	· 有　（　提出（報告）年月日　令和○年〇月○日　）　
□　無

	活動場所
	


※　地域維持型の場合，JV代表者以外の構成員の実績を記載する。
実績評価１・２型又は地域維持型の単体企業の場合は記入しない。
地域維持業務委託の受注実績（発注事務所管内の実績に限る）※土木一式のみ記入

【ＪＶ代表者又は単体企業】
	受注実績
	□　路線委託業務
□　除雪等業務（凍結防止剤散布含む）
□　防潮扉等開閉業務
□　受注実績なし

	路線委託
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで

	除　雪　等
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで

	防潮扉開閉
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで


· 実績評価２型の場合，実績を記載する。
地域維持型の場合，単体企業又はJV代表者の実績を記載する。
【ＪＶ以外の構成員】　
	受注実績
	□　路線委託業務
□　除雪等業務（凍結防止剤散布含む）
□　防潮扉等開閉業務
□　受注実績なし

	路線委託
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで

	除　雪　等
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで

	防潮扉開閉
	業務名
	　

	
	発注機関名
	　

	
	工期・履行期間
	令和　　年　　月　　日　から
　令和　　年　　月　　日　まで


· 地域維持型の場合，JV代表者以外の構成員の実績を記載する。
実績評価２型又は地域維持型の単体企業の場合は記入しない。
提出様式第９号（土木工事）
施工体制評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　

施工体制評価
	予定価格
	事前公表

（イ又はウに該当）
	□該当あり　　　　□該当なし　

	
	事後公表
	□事後公表

	ウに該当する工事
	工事名
	

	
	工事成績点
	　　　　　　　　　　　　　点


· ア　予定価格が事前公表であって，次のイ又はウに該当する場合，「該当あり」の欄にチェックする。

また，予定価格が事後公表の場合は，「事後公表」にチェックする。

ウに該当する工事がある場合は，工事名及び工事成績点を記載する。

イ　当該工事の入札価格が調査基準価格以上である。
ウ　当該工事の入札価格が調査基準価格未満であるが，次の条件を満たす全ての低入札工事の成績評定点が，優良

建設工事等の表彰対象となる基準点以上である。
（1） 期間
　　平成30年６月１日以降に指名・公告した工事のうち，前年度に完了検査を受けていること。
（2） 業種
　　　「公告2入札参加資格（１）令和3・4年度広島県建設工事入札参加資格ア認定が必要な業種」に記載
の業種であること。

（3） 発注機関　　　
　　　　　　 広島県（土木建築局，農林水産局，企業局）

